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はじめに
ライフサイクル仮説に従い行動する人は，将来の租税制度の情報に対して反応し，
自らの今期の経済活動を決定すると考えられる。このようにライフサイクル仮説に
従う家計の行動を財市場，労働市場，資本市場への影響も含めた一般均衡体系のモ
デルにし，税制の変更や年金制度変更から生じる家計の生涯設計の変更と，その結
果生じる企業行動の変化の相互依存関係の分析や税制改革によって生じる異なる世
代への影響，年金などの社会保障制度の変更に伴う影響について分析を行ったもの
に， Auerbach. Alan J. Laurence ]. Kotlikoff. Jonathan Skinner (1983)や
Auerbach and Kotliko旺(1987)がある。また，同様のフレームワークと日本の統
計データを用い，税制が経済成長に及ぼす効果の分析を行った論文として本間・跡
田・岩本・大竹(1987)がある。岡本(1995，1996)でも，同様のフレームワーク
を用い，労働の異質性が税制を通じて資産格差にどのような影響を及ぼすかについ
ての研究を行っている。橋本(1988)は，本間・跡田・岩本・大竹(1987)で用い
た分析のフレームワークの問題点として，取扱っている財が単一の消費財であるた
め複数税率化の影響を見ることができない点，生まれた世代の違い以外は，同質の
家計としているので，世代聞の初期資産や所得水準の差を考麗できない点を挙げ，
Ballard. C.し D.Fullerton. ]. B. Shoven and ]. Whalley (1985)のフレームワーク
を用い，多世代多部門の世代重複型一般均衡モデルを構築し，高齢化社会において
税制が経済成長にどのような影響を及ぼすかを考慮して，税制改革後の厚生比較を
行っている。橋本・上村(1997)でも同様のフレームワークを用い，村山税制改革
の評価を行っている。このような一連の研究から得られる，基本的な結果としては，
所得税中心の税制から消費税体系への移行は資本蓄積を促進し，各世代の厚生を改
善すること，所得税を減税し利子所得課税による増税を行うと資本蓄積を阻害し，
各世代の厚生水準を低下させるということである。このような結論を得る過程では，
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制度の変更が同一の選好パラメータを前提とした各世代の経済活動にどのような効
果を与え，それがどのような経済状態を生み出すかに焦点が当てられている。しか
しながら中嶋 (2002)では，世代聞の選好のパラメータが統計的に異なる可能性を
示しており，家計の選好パラメータを一定にし，制度変更に伴う効果を考察するこ
れらシミュレーションには，別の視点を取り入れる必要があると考えられる。この
点に関して，中嶋 (2003)では，選好のパラメータが変化しない短期について，今
期と将来の労働所得税率がどのような経済状態を生み出すのかの議論をしている。
そこでは，各世代の厚生を用いた世代聞の利害関係が考察され，各世代が複数年に
わたり影響を受ける税制改革に対する世代聞の意見の違いを生じさせる理由の糸口
となる結果を得ている。以上を踏まえ，本稿では，消費税に焦点を当て，今期の税
制と将来の税制が各世代にどのような影響を与え，その影響を総合した社会的厚生
がどのような水準となるのかについて議論を行い，その結果各世代が税制改革に対
しどのような意見を持ちうるかについて考察する。各世代がこのような将来の税制
を考慮に入れて，今期の意思決定(財消費と余暇消費の選択)を行うとき，それに
伴う租税負担の帰着問題を議論するには，財市場，労働市場，資本市場をモデルに
組み込み，意思決定の効果が利子率や賃金率へ波及し，それらが調整される構造が
分析のフレームワークに必要である。このような視点から分析を行うには，
Auerbach， Alan ].， Laurence ]. Kotliko託JonathanSkinner (1983)や Auerbach
and Kotliko宜(1987)で開発されたライフサイクル一般均衡モデルを用いることが
有用である。本稿では，上記で述べたことを明らかにするために，次のような順序
で議論を展開していく。まず，各世代を代表する家計が3期間生存し，最適な財消
費と余暇消費を所与の外生変数と政策変数のもと決定する 3期間モデルを構築す
る。その後，若年世代，壮年世代，退職世代のそれぞれの最適な財消費と余暇消費
を明らかにしていき，それに続いて，企業，政府をモデルに組み込んだライフサイ
クル一般均衡モデルを提示する。次に，このモデルを用い，将来税制が今期の経済
に与える影響をシミュレーション分析するため，様々なパラメータ設定について説
明し，制度変更を評価する基準となる基準ケースを示した後に，将来の税制変更の
効果について考察し結論を述べる。
2 3期間モデルの構築
ここでは，ライフサイクルー殻均衡モデルに登場する家計の行動について述べる。
このモデルに登場する家計は 3期間生存し，第1期に若年世代として，第2期に
は壮年世代として労働を供給し，第3期には退職世代となり働かないものとする。
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以下では，毎期の効用関数と生涯効用関数を示し，生涯効用を予算制約に従い最大
化する財消費，余暇消費の最適解を導出する。この3期間モデルにおける家計の最
適な行動を表す最適解の導出過程については中嶋 (2000)の付録Aを参照されたい。
2.1 家計(3期間モデル)
ここでは，まず家計の効用関数を定義し，生涯にわたる効用最大化問題の定式化
を行う。 Auerbachand Kotlikoff (1987) と同様に，毎期 Utの効用は財消費と余暇
消費から得るとする。但し，Ctはt期の財消費，1tはt期の余暇消費， αは余暇へ
の集約度，pは同時点の代替の弾力性を示している。
?
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??
?? ?
?
???ー ??
?
??
?
? ? ?
? ? ? ?
? ???
そして，生涯効用 Uは以下のように表すことができる。但し， δは時間選好率，
γは異時点聞の代替の弾力性を表している。
?
?
?
?
? ??
?
?
また，家計は，毎期以下のような予算制約式に従っている。但し，At+1は，t+ 1 
期首の資産を表し，rtはt期の利子率， ι.t は t 期の利子所得税率，ん• tはt期の
労働所得税率，叫は t期の賃金率，。は労働効率，tb. t はt期の年金所得税率，bt 
はt期に政府から受取る年金受給額，tc. t はt期の消費税率を表している。
九1= (1刊 (l-tr.t)へ+(1-tw.t) wtet(1-1t) + (1-tb.t)鳥-(l+tc.t)Ct
年金は政府から支給されるが，t期の年金受給額btは，平均労働効率 eaugの一定割
合vとする。従って，年金受給額は以下の式で表される。
bt = wtljleωg 
2.2 問題の定式化と最適解の導出
以上から，問題を次のように定式化できる。
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mαx u=古喜(古)(叫んlt)(引
γ 
S.t・ ~+1 = (1刊 (l-tr，t)へ+(1ール)wtet{1-1t)+(1ー ら)bt一(l+tc.th (1) 
ラグランジュ関数は以下のように定義できる。
L=古車古)1(Ct，Jtil-t)
争{(川-tr， t))ム -~+1+(同t)wtet{1-1t) + (1-tb.t )bt -(1-tc，t h}
+λ。(A1-A1) 
但し，A1 =A4=0である。
以上の式(2)から最適解の一階の条件は以下のように導かれる。
九={古jov (3) 
久=idEi~7安一九(凡)叫et=0 (4) 
らt=(1+η(1ーら)λtーん1=0 (5) 
ιt = (1+η (l- tr.t))へ -~+1+ (1-tw.t)wtet{1-1t)+ (1ー も)bt-(l+tc.th=O (6) 
2.3 財消費と余暇消費
rll 土 土ー
式(3)，式(4)，宏=ufct P ，ず=uf叫Pを用い，Ctと1tとの関係式を導出すると
以下のようになる。
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2.4 異時点聞の財消費
式(5)より (1+7i(1-叫ん=九時られる。また，式(3)とま=JJM導出
される CtとCt-lの関係は以下のようになる。
q=((JdjιJJ凶7ECtI (8) 
-(α(l+tc，t)y また， (叫)rは，式(川=l (l-'tw，t)川 Ctの関係を用い，更に財消費 cに関し
て整理すると，以下の式が導出される。
r 1+α[α(1+;tL~rll
阿
)t 
j") J T(j) 
r 1+α[lごい~rl
，、包-p)
ーで σ=rl+aPfJ同_)r-
1 t-1)とすると，t-1期に経済主体として登'-'-I.， Vt-I~''''I(l-tw， t)wtetl J 
場した世代の財消費の最適経路は以下で与えられる。
q=(1t)Y(出土Ct-1
このモデルは 3期間モデルであるので，上記の式を初期の財消費 Clで表すなら
ば，第2期の財消費 Czと第3期の財消費 C3は以下のような式になる。
ら=(l+12t引Et)まC1 (9) 
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イtt3lJG:討をC2
=(吋jt3ln~+:172lH肯)号C1 。
2.5 初期の財消費
式(9)と式闘で，明らかにされていないのは初期の財消費 Clであり，これは予算
制約式(1)から導出された以下の関係式を用いれば求められる。
A.z = (1-tw，1)w1e1 (1-~) -(1 + tc，lh 
A3 = (1+ろ(1-tr，2)A.z + (1-tw，2 )W2e2 (1-12)一(1+ tc，2)cz 
A4 =0 =(1+ろ(1-tr，3))A3+(1-tb，3)b3一(1+ tc， 3 )C3 
明こでい(α(l+tc，lLrc1一角c，.lー(α(1+らLrcーει とすると，以下のl(l-tw，l)ω川 -"1"1> .2 -l (1一九品E22-m 
ような初期の財消費 C1の関係式が導出される。
C1 = {(1+ろ(1-tr，3))(1+ろ(1ーし))(1-t凹 1)w1e1+ (1刊 (1-tr， 3)(1-tw，2)叩 2
+(1-tb，3川
{(1+ろ(1-tr， 3 )(1叫 (1-tr，2))(1+tc，1+(l-tiω判明)
+(かト川1+
+(1い叶μ+
3 将来の税制と家計の行動
ここでは， 2.1で導出された 3期間モデルの最適解を用い，ある経済状態におけ
る税率が将来変更される場合，各世代の今期の行動にどのような変化を与えるかに
ついて議論を行う。今期に存在する若年世代，壮年世代者，退職世代はそれぞれ3
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期間 2期間 1期間生存することになる。若年世代の場合，今期にはじめて経済
に登場するので 3期間モデルの最適解と同じ解となるので以下では，壮年世代と
退職世代について議論を行う。
3.1 壮年世代の財消費
次に，壮年世代であるが，この世代は今期は 2期目となりすでに 1期過ごしてお
り，今期の期首資産としてA2を保有している。従って，問題設定としては，期首
資産 A2を保有し，残りの 2期間の最適化問題を解くことと同じである。壮年世代
の生涯効用最大化の問題は次のようになる。
max U=古さ(古f1Ut (Cp lt)づ
S.t ~+1 = (1+η(1-tr， t)ム+(1一九t)wtet(l-lt)+(lー ら)bt一(l+tc，t)Ct
3期間モデルと同様に，財消費の関係式を求めることができその結果は次のように
なる。
C， ~ [吋~"") '(引か-1 ?????
上記の式加)を壮年世代にとっての初期の財消費 C2で表すならば，以下のような式
になる。
イt")J(::tj去ら
但しσ，+a'[l1JLJTである
~=~ 
A3 = (1+ろ(1-tr，2)互+(l-t凹2)W2e2 (1ーら)一(1+ tc，2)C2 
A4=O=(1+ろ(1-tr，3)ん+(1ーし)b3一(1+tc，3h
*円 ~[~tt31)'(出子より
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= (1+巧(1-tr，3)同+川
(α(1 + tc，2)y一こでをら=| |c εC 用い，上記の A3 の決定式を~の決定式l(1一九品e22-22 
に代入すると以下を得る。
A4=O=(1+巧(1-tr，3)(1+ろ(1-tr，2)瓦+(1刊 (1-tr，3)(1-t回初句
+(1-tb，3)九
一(1+巧(1ーら)(1一九例的C2
-(1+乃(1-tr， 3)(1 + tc，2 )C2 
(1+ち(1-tr，3)y(1+tc，2 iσ 一(1+tc，3)1~ ， '~:8Vr J 11古τ|σ
= (1叫 (1ーら)(1+巧(1-tr'2)λ+(1+巧(1-tr， 3)(1一九2)w2e2
+(1-tb， 3 )b3 
一(1+ろ(1-tr，3)( (1+わ)+(1-tw，2)叫e2e2) 
+(l+t3)(11t引詰J:} 
この式の C2に関連する項を左辺へ移項すると以下の式を得る。
( 
川川川(1川
(トH川川乃叫柿(1ト-→九引叫tr.3川バ，)(1叫山叫2)わい+咋(トl凡一九2加)W2叫叩e匂杭叫付2必砂弓叫ψ)ト+中(仰1μl+t吋叫九hωc川J34)1| M |1 T訂τ寸7| Z 2 
= (1+乃(1-tr，3)(1+ろ(1-tr，2)λ+(1+乃(1-tr，3)(1-tw拘e2+ (1-tbム
この式をのについて解くと以下のような式となり，この式が，壮年世代の初期
の財消費 C2となる。
(ト1+刊吋乃叫(1ト一tr，3)川)(陣1+刊吋巧引(1ト一→tr.2ωrけ)匹λ+(ト1μ+叫吋巧叫(トl一tr.3バ)加)(沖1一tいt凹叫0は2)仇叫叩Eい刊2汁川+ベ(ト1一九hω3)
(同(1-tr，3)(1+叶 (1+村叶
rぺ(1ト一tr.3川)y(1 + t"2 Y σ (12) 
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3.2 退職世代の財消費
最後に，退職世代であるが，彼はすでに定常状態で2期間過ごし，残り 1期間の
みを税率変更後過ごすことになる。この退職世代は期首資産として A3を保有し，
受け取る年金(年金制度が存在すれば)を原資としてすべてを財消費に振り向け期
末資産は A4=0となる。退職世代の財消費C3は以下に示すように表すことができ
る。
A4 = 0=(1+ろ(1-tr，3)λ+(1-tb，3)弘一(1+tc，3)C3
Co = i1+ち(1-tr，3)λ+(1-tb， 3)九
1 + tc.3 
4 集計された今期の財消費
。3)
3では将来の税制が各世代の行動にどのような影響を与えるのかについて各世代
の最適な財消費に焦点を当て議論してきた。ここでは，これらを集計し経済全体の
財消費を示すことにする。 3で導出された各世代の財消費CI，C2， C3はそれぞれ次の
ようになっていた。
C1 = {(1+ろ(1-tr，3)(1+ろ(1-tr，2)(1一川町1+(1+ち(1-tr， 3)(1-tw，2 )w2e2 
+(1ーらみ)
{(1十月(1-tr，3)(1+巧(1-tr，2)(1+tc，1+(1ー九l)w1e1el)
+(1刊 (1-t3ト川句伊柄叫ベε令引イ2){れ(
仰 3r:i;t3引lJ日ltわt'~円[l+ ，~μ「1:
(い1+巧叩(1一tr.3リ3)川)(昨1+刊吋乃引(1一4ιhリ，2)料匹λ+(ト1μ+巧岬(1一h川)加)(川(1一t九仏叫ω叫w，2)仇ω叫叩2戸点E句い刊2汁川+ベ巾(1一九仏川3)除ι 
(1 +同川+叫吋小巧叫(
(1+叫吋乃叫(1ト一イtr，3)λ + (1-tb， 3)九
ここで注意が必要な点は，各財消費に登場する，税率や賃金率，利子率の添え字で
ある。 C2に登場する tr.おん。2.tι2. W2. r2は将来今期の壮年世代が退職世代になった
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時に直面する税率，賃金率，利子率であり，これは今期若年世代が壮年世代になっ
た時に直面する tr.l.t肌 1.tc.l. Wl. rlと同じ値のものである。退職世代についても同様
に考えられる。従って，これらの点を修正すると，同時点に存在する各世代の財消
費は，次のように変更される。
C1 = {(1+ろ(1-tr，3)(1+ち(1-tr，2 )(1-tw， l)w1e1 + (1+ろ(1-tr，3 )(1-tw拘匂
{(1+ろ(1-tr，3)(1+ろ(1-tr，2)(1+tc，1+(l-tw，l)ω附)
+(1ト+山+
仰 3れ
(か1+ち引(1一→tr.2川け )(1 +η(1-tr，I)互+(1+ろ(1-tr，2 )(1-tw，1炉仰M戸向'2+ (1ト一九hω2)除h 
(1 + 12同叫叶巧川(川1ト一→叫九叫叫t九L川印ω川w，l)W収片ω
一(1+ろ(1-tr，3)λ+(1-tb，3 )b3 
以上より，集計された財消費Cは，次のような式となる。
C=LCi 
5企業
(14) 
。
(16) 
企業は家計から t期に供給される労働Ltと家計の t期の期首資産Atと等しくな
るように決定される資本ストックzにより生産を行う。ここで用いられている T
は生産の規模のパラメーターであり ，sは資本分配率を表す。以下に総産出量 Yt
と賃金率ωt，利子率 ηを示す。
総産出 Yt
宅=TKfL;-P
賃金率叫
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叫 =T(l-s)Kf L;s 
利子率rt
η=TPKFIL:-P 
6 政 府
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政府は，消費税 Tc，t =tc (Ct， 1+ Ct， 2+ Ct， 3) と，労働所得税 Tw，t=九ωムと利子所得
税 Tr.t =trtAtからの税収により政府支出 Gtを行う。そして，収支は等しくなるよ
うに行動すると想定する。
TαXt = Tc. t +Tw. t + T，
Gt = 'FIαXt 
7 市場均衡
財市場
財市場は以下のように均衡する。但し，Ctは財の総消費であり，Ct=Ct， 1+Cι2 + Ct， 3
を表す。
1'; = Ct + (Kt+l -Kt)+Gt 
労働市場
Ld.tは企業側が決定する労働需要である。
Ld.t =Lt =ι(1-4，t)+も (1ーもt)
資本市場
Kt+l =~ =~ t +A3 t 
8 市場の定常状態
以下では，政策に関する将来の変数が変化しない初期定常状態の議論を行う。定
常状態では，Kt=It+Ktー1 という資本の推移が Kt-1=Kt=…=Kn=Kとなる。同様
に，労働供給がLt-1=Lt=…=Ln=Lとなる。その結果，賃金率ωと利子率rが一
定の値にとどまることになる。これを式で表せば次のようになる。
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総産出 Y
Y=TKsL1-s 
賃金率 W
ω= T(l-s)KsιF 
利子率r
r=T戸K.s-1L1-s
ここで定常状態について議論するのは，定常状態で変化しない前提の変数が外的
な何らかの理由で変化した場合に，経済にどのような影響が生じたのかを比較する
時の基準ケースとするためである
8.1 定常状態における均衡解の求め方
定常状態の均衡解は次のような手順で計算される。定常状態では，Kt-1 = 
Kt=…=Kn=Kとなり，労働供給がLt-1=Lt=…=Ln=Lとなる結果，賃金率 ωと
利子率 rが一定の値になることを利用する。任意の初期値として，賃金率 Wlと利
子率引をモデルに与えるO それにより，各世代の財消費，余暇消費が決定され，
余暇消費との関係から各世代の労働供給が決定される。この労働供給に対する対価
として賃金が支払われ，先に決定した財消費との関係から貯蓄が決定される。その
貯蓄の合計が総資産に加えられ，それと等しい次期の資本ストックが形成されるこ
とになる。今期の資本ストックと今期の労働供給から新賃金率的と新利子率 r2が
決定され，それに従い同様の過程を経て新賃金率的と利子率 r3が決定する。この
ような過程を繰り返しながら新旧の賃金率の差 Aω=ωn- Wn-l と新旧の利子率の
差&=rn一九一1がある微小変化内に留まった時にそれを均衡解とする。
8.2 パラメータの特定化と基準ケース
3世代が重複するライフサイクル一般均衡モデルによるシミュレーションに際
し，外生的に与えられる家計の選好パラメーターを以下に示すように特定化した。
余暇選好のパラメーター (α)
α=0.03とした。
αの変化は効用に正の値を与える。従って，同じ余暇消費で、あってもこの値が
大きいことは効用を高める働きをするので，この値は余暇の重要度を数値的に
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表す選好パラメータと言える。中嶋 (2002) では世代聞の選好パラメータに関
する実証分析を行っている。その結果，異なる世代間の定数項と同時点聞の代
替の弾力性 pの値に違いが存在することが示された。この推計式の定数項に
は αが含まれておりその定数項を加工し，シミュレーション結果と経済の状
態との整合性を考慮し上記の値に設定した。
同時点聞の代替の弾力性 (p)
p=O.4とした。
同時点聞の代替の弾力性とは，賃金率の変化率が余暇消費と財消費の変化率に
どの程度の影響を与えるかを示した値である O この値 αは，中嶋 (2002) の
実証分析から求められた値を参考に設定されたものである。実証研究によれば
比較的近い世代の pは世代聞に差が無いことが指摘されおり，この値もシミ
ュレーション結果と経済の状態との整合性を考慮し上記の値に設定した。
Auerbach and Kotlikoff (1987)によると余暇の選択を含めた場合の実証研究
例が少ないことを指摘している。彼らは数少ない実証研究を参考にして，適切
な値として0.8という値を用いている。この0.8という値は，今回設定した値と
比べてやや大きな値であるということができる。
時間選好率(0)
δ=0.8とした。
大きな値の時間選好率 δは将来を大きく割りヲ|くことを示しているので，こ
の主体は現在をより重要に考える選好を表している。逆に小さな値は，将来を
小さく割りヲ|くために，現在と将来の評価はあまり変わらないという選好を表
している。最適な財消費経路を表す関係式からも分かるように，時間選好率の
効果は，利子率との相対的な大きさの関係によって決まる o Auerbach and 
Kotliko宜(1987)では，シミュレーションの結果と現実データとの整合性から
0.015を採用している。ここでも現実のデーターから見て取れる消費経路の形
状や定常状態における利子率との関係を考慮し0.8に設定した。
異時点聞の代替の弾力性(同
y=0.3としたo
yの大きさは，労働所得が財消費を説明する変数として，有効な説明変数であ
りかつ財消費に正の影響を与えるかどうかを決定するパラメータである。中嶋
(2000)では労働所得が今期の財消費に正の影響を与えることを表すためには，
y<pとなる必要があることが異時点聞の財消費の関係式から明らかにされて
いる。そして，中嶋 (2001) では，O<yが推計により示されている。その結
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果から 0<γ<p<lが選好パラメータ聞の符号と大小関係と言える。
Auerbach and Kotliko宜(1987)によると，異時点聞の代替の弾力性について
の研究は消費のみを考慮した場合が多く，余暇を含めた研究はあまり多くない
と指摘している。そして，それらの研究を参考に彼らは，このパラメータの値
として， 0.25を採用している。ここでは， γに関する制約の範囲で値の設定を
行った。
以上のように家計の選好のパラメ}ターを特定化した。これらの選好パラメータ
を用い，基準ケースである初期定常状態を示すことにする。基準ケースでの課税は
財消費に対して行われている。基準ケースの計算の際，家計の世代ごとの労働効率
的と e2に関しては，それぞれ el= 1.e2= 2と設定した。これは，若年世代の労働
効率が壮年世代の労働効率の半分であることを意味している。
8.3 初期定常状態
基準ケースを示した表1は8.2で議論した選好パラメータを用い算出された初期
定常状態である。これらの値は，以下に展開される，将来の税制変更予測による経
済状態への影響の評価を行う際の基準ケースとなるものである。初期定常状態を計
算する際の企業の生産関数に用いられる生産の規模のパラメーター Tには1.36547，
資本分配率Pは0.1を用いている。
8.4 経済状態の評価
経済状態の評価は，社会的厚生を用いて行う。これは，各世代が t期に獲得する
効用を加え合わせることで得られる値である。 t期の家計部門を構成する，若年世
代，壮年世代，退職世代は，t期の効用を，それぞれ財消費と余暇消費から得てい
る。若年世代の t期の効用陶は，財消費 Cかと余暇消費んから獲得し，壮年世代
の t期の効用 Utmは，財消費 Ctmと余暇消費んから獲得とする。同様に，退職世
代も t期の効用 Utrは，財消費 C廿と余暇消費んから獲得する。各世代の t期の効
用 Uti(i=y，m， r) は以下の式で与えられる。
(l-.!. l-.! i l-.!
Uti = I cti P + cdti P I P
この式から社会的厚生 Utは，Ut=Uか+Utm+Utrと表される。
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表1 基準ケース (α=0.03.δ=0.8. y= 0.2. P = 0.4) 
定常状態
若年世代消費支出 Cl 0.81632 
壮年世代消費支出 C2 0.82194 
退職世代消費支出 C3 0.77576 
若年世代余暇消費 I 0.21122 
壮年世代余暇消費12 0.16118 
労働供給L 2.46642 
年金給付b O 
若年世代期末A2 -0.14027 
壮年世代期末A3 0.51163 
総資産 0.37136 
産出局 2.78691 
利子率 r 0.75046 
賃金率 w 1.01695 
政府支出g 0.37289 
消費税率 tc 0.15447 
tec2y 0.15447 
tec3y 0.15447 
tec2m 0.15447 
若年世代効用 Uy 0.71189 
壮年世代効用 Um 0.67441 
退職世代効用 Ur 0.76533 
社会的厚生 U 2.15163 
資本係数KIY 2.66503 
資本労働比率KIL 3.01133 
注1)資本労働比率は 1期聞がおよそ20年と考えられる
ために，ストック変数とフロー変数との関係を調
整した値となっている。
注 2)tec2yは若年世代が考える 2期目の消費税率，
tec3yは若年世代が考える 3期日の消費税率，
tec3mは壮年世代の考える 3期目の消費税率であ
る。
9 3世代重複ライフサイクル一般均衡モデルを用いたシミュレーション
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ある期に存在する若年世代，壮年世代，退職世代は，将来の政策に関して定常状
態と異なる予測を行うとする。この場合，若年世代，壮年世代，退職世代は 3に
示したような行動を取ることになる。
消費税率の将来予測が定常状態から移行過程につながる。そのインパクトを 3世
代が重複するライフサイクル一般均衡モデルを用いたシミュレーションにより数量
的に示す。
30 広島経済大学経済研究論集第28巻 第2号
9.1 将来の消費税率の波及経路
ここで初期定常状態の最後の期を t-1期とする。その期には， t-1期に登場し
た若年世代と，t-2期に若年世代として登場し，既に 2期日である壮年世代，そし
て，t-3期に登場し 3期目である退職世代の3世代が存在する。
各世代は，賃金率，利子率，将来予測される消費税率に従い， t-1期の財消費，
余暇消費を決定する O 余暇消費の決定は，同時に労働供給量の決定となる。労働供
給量の決定は，労働所得を決定し，先に決定した財消費と労働所得の関係から t-1
期の貯蓄が決定さる o t-1期の期首に存在する資産は生産関数における資本として
用いられ，それは，労働供給量とともに財の生産要素となる O そこから得られた収
入が労働所得と資本所得として各世代に分配される。資本所得として得られたもの
と期首の資産の合計に，労働所得から財消費を差しヲ|いた貯蓄を加えると t期の期
首資産になり，この資産がt期に資本として生産に用いられることになる。
9.2 今期の消費税率と将来の消費税率
ここでは，t期の消費税率 tcが tc= 0.15447であるとし，若年世代，壮年世代，
退職世代の各世代が行う将来の消費税率予測の今期経済に与える影響を定常状態と
比較しながら議論する。 t期若年世代の来期，再来期の消費税率予測植を記号
tec2y， tec3yで表し，同様に，t期社年世代の来期の消費税率予測値を記号 tec2mと
する。 t期退職世代は，t期限りで経済から退出することになるので退職世代の予
測値に対応する記号は無い。
t期に存在する各世代の効用は，それぞれ Uti (i =y， m， r) と表す。そして，こ
れらの総和 Ut= Uty + Utm + Utrにより，経済状態の評価を行うことにする。
定常状態での経済状況については 1で示しているように，まず，今期税率と各世
代の税率予測値は，(tc， tec2y， tec3y， tec2m) = (0.15447， 0.15447， 0.15447， 0.15447) と
なっている O このような税制下で達成される社会的厚生とその各世代の効用は (U，
Uty， U伽 Utr)= (2.15163， 0.71189， 0.67441， 0.76533) となり，各世代の効用を生む財消
費と余暇消費はそれぞれ， (Cl， C2， C3) = (0.81632， 0.82194， 0.77576)， (Zl， l2) = 
(0.21122， 0.16118) となっている。以下では 2つの来期税率予測が社会的厚生に
どのような影響を与え，それがどのように引き起されるかについて考察を行う。結
果は，表2のようになった。
1.消費税率引上げ(増税)について，若年世代はそれが来期・再来期に実施さ
れると考え，壮年世代は来期に実施されると考えた場合，社会的厚生は
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2.15163から2.14397に減少している。ここでの，消費税率の具体的引上げ値は，
(tc， tec2y， tec3y， tec2m) = (0.15447. 1.1 x tc. 1.5 x tc.1.1 x tc) であり，社会的厚生
と各世代の効用は，それぞれ (U，Uty， Utm， Utr) = (2.14397. 0.70576. 0.67256. 
0.76565) になっている。この減少の各世代別寄与度は，退職世代のみ正の値
0.00015を取っていて，若年世代では， -0.00285，壮年世代では， -0.00086と
なっている。このことは，増税予想を行った若年世代・壮年世代の行動が，労
働供給を増やしたことが最終的に利子率に正の影響を与え，それが，退職世代
表2シミュレーション結果 (α=0.03.δ=0.8 y= 0.2. P = 0.4) 
増税 減税
若年世代消費支出 CI 0.80929 0.82359 
壮年世代消費支出 C2 0.81968 0.82423 
退職世代消費支出 C3 0.77608 0.77542 
若年世代余暇消費 I 0.20941 0.21310 
壮年世代余暇消費 l2 0.16072 0.16162 
労働供給L 2.46910 2.46366 
年金給付 b O O 
若年世代期末Az -0.13040 -0.15048 
壮年世代期末A3 0.51484 0.50839 
総資産 0.38444 0.35791 
産出高 2.78964 2.78411 
利子率r 0.75120 0.74971 
賃金率 ω 1.01684 1.01706 
政府支出g 0.37151 0.37432 
比例消費税率 tc 0.15447 0.15447 
tec2y 0.16992 0.13902 
tec3y 0.23170 0.07723 
tec2m 0.16992 0.13902 
若年世代効用 Uy 0.70576 0.71822 
壮年世代効用 Um 0.67256 0.67628 
退職世代効用 U， 0.76565 0.76501 
社会的厚生 U 2.14397 2.15951 
資本係数KIY 2.75621 2.57107 
資本労働比率KIY 3.00805 3.01469 
注1)資本労働比率は l期間がおよそ20年と考え
られるために，ストック変数とフロー変数
との関係を調整した値となっている。
注2)tec2yは若年世代が考える 2期目の消費税
率，tec3yは若年世代が考える 3期目の消
費税率，tec3mは壮年世代の考える 3期目
の消費税率である。
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の財消費のを引上げにつながり，その結果，効用引き上げに帰着したことを意
味している。
各世代の消費税率に関する予想が経済変数に影響を与える経路は次のような
ものである。先ず，若年世代の財消費が来期・再来期の消費税率引上げの変更
予想を受けて減少する。その減少は，余暇消費の減少につながり，結果として，
労働供給の引き上げにつながる。壮年世代も，同様の経路を通じた影響を受け
て，労働供給の引上げにつながる。生産部門では，期首の資本ストック
0.37136と総労働供給2.46910を用いて財生産を行う。また，賃金率と利子率は，
この生産関数より決定され，総労働供給の上昇は賃金率に負の効果を持ち，利
子率には正の効果を持つので，賃金率は定常状態の賃金率1.01695から1.01684
となり，利子率は，定常状態の利子率0.75046から0.75120となる。このように
して上昇した利子率が先に述べたように退職世代の効用引き上げという結果に
つながり，財消費と余暇消費の減少が若年世代，壮年世代の効用を引き下げ，
結果的に杜会的厚生全体を引き下げることにつながる。
2.消費税率引下げ(減税)について，若年世代は来期・再来期に実施されると
考え，社年世代は来期に実施されると考えた場合，社会的厚生は定常状態時の
社会的厚生2.15163から2.15951に増加している。ここでの，消費税率の具体的
引下げ値は.(tc， tec2y， tec3y， tec2m) = (0.15447， 0.9Xtc， 0.5Xtc， 0.9xtc) であ
り，社会的厚生と各世代の効用は，それぞれ (U，Uty， Utm， Utr) = (2.15951. 
0.71822. 0.67628. 0.76501)になっている。この増加の各世代別寄与度は，退職
世代のみ負の値一0.00015を取っていて，若年世代では.0.00295.壮年世代で
は.0.00087となっている。このことは，減税予想を行った若年世代・壮年世
代が労働供給を減らしたことが最終的に利子率に負の影響を与え，それが，退
職世代の消費支出のを引下げにつながり，その結果，効用の引下げに帰着した
ことを意味している O
各世代の消費税率に関する予想が経済変数に影響を与える経路は次のような
ものである O 先ず，若年世代の財消費が来期・再来期の消費税率引下げの変更
予想を受けて減少する。その減少は，余暇消費の減少につながり，結果として，
労働供給の引下げにつながる。壮年世代も，同様の経路を通じた影響を受けて，
労働供給の引下げにつながる。
生産部門では，期首の資本ストック0.37136と総労働供給2.46366を用いて財
生産を行う。また，賃金率と利子率は，この生産関数より決定され，総労働供
給の減少は賃金率に正の効果を持ち，利子率には負の効果を持つので，賃金率
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は定常状態の賃金率1.01695から1.01706となり，利子率は，定常状態の利子率
0.75046から0.74971となる。このようにして下落した利子率が先に述べたよう
に退職世代の効用引下げという結果につながり，財消費と余暇消費の増加が若
年世代，壮年世代の効用を引上げ，結果的に社会的厚生全体を引き上げること
につながる。この消費税率引下げ予想が各世代の効用の変化を通じて社会的厚
生に波及していく経路は，消費税率引上げ予想の場合と反対の現象となってい
る。
10結論
消費税は財消費の総額に対して課される税であるので，労働所得税のように税制
変更時点で労働所得がなくなる世代の経済行動には直接影響を与えないという特徴
とは異なり，すべての世代に税率変更の影響が及ぶという特徴を有している O
本稿では，将来の消費税の税率予想が今期の経済状況にどのような影響を与える
かを考察してきた。その結果，消費税率の引上げ予想は今期経済の杜会的厚生を低
下させる結果を得た。社会的厚生の低下について世代聞の寄与度を計算すると，若
年世代の寄与度が最も大きく，続いて壮年世代の順になり，退職世代は正の寄与度
となった。また，消費税率の引下げ予想は，消費税率引上げ予想とは逆に，全体と
しての社会的厚生は上昇し，若年世代と壮年世代の寄与度が正となり，退職世代の
寄与度は負となる結果を得た。これらの結果から，将来の消費税に関する租税政策
が世代聞の利害関係に影響を与えることが明らかになった。特に，注目する点は，
消費税率の引上げが予想されるだけで，若年世代や壮年世代の厚生の変化とは対照
的に，退職世代の厚生に正の影響を与えているということである O このことは，退
職世代にとって自らの厚生が高まるという点で好ましいことであり，このような予
想を形成する材料となる政府の政策を支持する根拠になると考えることができる。
更に，退職世代が政策決定への参加に，也の世代よりも積極的であるならば，この
ような予想を形成する政策が現実のものとなる可能性を示したものとなるO
今後，各世代の政策決定過程への参加意欲について考察していくことや，消費税
と同様に，全世代に直接的な影響を及ぼす資本所得税の税率変更予想が社会的厚生
にどのような影響を及ぼし，その影響がどのような経路を通じてどのように波及し
帰着するのかについて考察することなどを課題としたい。
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注
(1 ) 中嶋 (2002)と同様の定義を行っている。
(2) 最適解の導出に関する詳細は中嶋 (2000)を参照のこと。
(3) 生産関数の一次同次性より 1';=TKtL;-s は以下のように書き換えられる。
宅=(TsKt1L;β)Kt +(T(l-s)Ki何β)ム
この式は冥=s(TKtlKtL;-s)+ (1-ß)(TKtL~ßLt) と変形され，結局以下を得る O
1'; = s(1';)+ (l-s)(1';) 
従って，sは資本分配率を表す。
(4) 生産関数 1';=TKtL;βより，賃金率は叫 =T(ト戸)kfL;β と表され，利子率は
η=T戸Kt1L;-sと表される。
労働供給Ltの変化は賃金率叫と利子率 η にそれぞれ次のような影響を与える。
dw み
一::L< O.ー ム>0
dLt ~'dLt 
(5) 政府の政策変数である税率は，定常状態においては変化しない。また，家計が行う財消
費は，賃金率 W と利子率 r，税率により決定される。これらのことから，異なる世代間の
選好パラメータが同一である場合，どの世代に属する家計も同じ消費経路を示すことにな
る。つまり，定常状態 t期に壮年世代に属する家計の財消費は，t期に若年世代に属し，
t+1期に壮年世代に属す家計の財消費と同じ規模となる。従って，定常状態における経済
全体の財消費は，家計の生涯財消費と一致することになる。
(6) 基準ケースでは，時間選好率 δと利子率は比較的近い値を取っている。更に， r国民経
済計算年報jからのデータによれば，平成11年から平成13年では資本係数 KIYの値が3.1
となっていて，基準ケースでの資本係数 KIYは2.66503に比較的近い値を示している。こ
こで資本係数の計算には，分母に純国内生産，分子に生産資産を用いている。
(7) 本モデルは 3世代重複モデルであり，任意の t期には若年世代，壮年世代，退職世代の
3世代が存在する。 t期若年世代は，t+ 1期と t+2期の消費税率予測を行い，壮年世代は，
t+1期の消費税率予測を行う。従って，消費税率の予測は，若年世代が tec2yとtec3yの
2期について予測し，壮年世代がtec2mの1期のみの予測を行う。
労働所得税の場合，若年世代は t+2期には退職世代となり労働所得は Oであるので，
t+2期に退職世代となる現若年世代が直面する労働所得税率 tem3yがどのような値であ
っても，t期若年世代の今期経済活動になんら影響を与えず，同様に，壮年世代の t+1期
の労働所得税率予測値の大小も今期の経済活動になんら影響を与えない。このことは，将
来の消費税率の今期の経済活動に与える政策効果が，労働所得税率の政策効果より，遠い
将来から影響を受けることを意味している。
(8) 世代別寄与度とは， 主主=竺止L主主L+竺止と，L1弘之+竺土こ主主この式で与えられる，
Ut_1 ut_1 Ut_1， y ut_1 Ut_1， m ut-1 ut_1， r
右辺の各項の値である。
将来の消費税率が各世代の厚生に与える効果
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